
決 算 額 構成比
経 常 一 般
財 源

構 成 比

4,397,200 29.11 4,397,200 52.71
人口集中地区人口 第 一 次 第 三 次 118,949 0.79 118,949 1.43 2,672,736 2,619,267 28.54

19,863 1,748 12,758 23,723 0.16 23,723 0.28 1,832,144 1,832,053 19.96

19,296 8.7% 63.5% 10,780 0.07 10,780 0.13 836,057 835,875 9.11
1,699 12,829 27,129 0.18 27,129 0.32 2,163,271 2,163,271 23.57
8.7% 65.8% 342,485 2.27 342,485 4.11 2,161,012 2,161,012 23.55

20,814 0.14 20,814 0.25 2,259 2,259 0.02

44,766 0.29 44,766 0.54 5,672,064 5,618,413 61.22

4,041,572 26.76 3,301,206 39.57 1,288,003 1,210,904 13.20

3,301,206 21.86 3,301,206 39.57 20,147 18,627 0.20

740,366 4.90 775,976 607,695 6.62

9,027,418 59.77 8,287,052 99.34 1,243,759 1,192,282 12.99

9,098 0.06 9,098 0.11

252,937 1.67 566,400 8,647,921 94.23

285,305 1.89 11,873 0.14 402,426

39,281 0.26 501,674

2,547,508 16.87 32,425 94.2 ％

31,319 0.21 31,319 0.37 501,674

1,056,797 7.00 54,631

5,049 0.03 2,235 0.03 438,572

3,382 0.02 6,501 103.7 ％

55,478 0.37

1,970

194,258 1.29 748 0.01 18.4 ％

1,594,900 10.56

835,500 5.53 19.1 ％

15,102,730 100.00 8,342,325 100.00 10,470,449

決 算 額 構成比 増 減 率
基準税額
×100/75

決 算 額 構 成 比 一般財源等

1,786,016 40.61 97.1 1,650,206 169,814 1.11 169,812

1,518,103 34.52 94.0 1,475,645 1,929,617 12.63 1,522,781

303,114 267,913 6.09 119.2 174,561 5,915,064 38.70 2,942,991

327,813 1,270,290 8.31 1,068,613

328,000 2,281,508 51.89 100.8 2,233,069 125,526 0.82 11,180

290,694 106,009 2.41 102.4 90,849 171,258 1.12 134,960

303,185 223,667 5.09 104.1 211,920 98,406 0.64 40,677

803,768 5.26 476,886

339,450 2.22 321,188

1,713,402 11.21 1,133,399

2,262,953 14.81 2,163,271

82,265 0.54 82,265

402,426 2.63 402,426

(千円) 196,413 4,397,200 100.00 99.5 4,186,044 15,284,239 100.00 10,470,449
(千円) 265,389 現年課税分 滞納繰越分 合 計
(世帯) 5,826
(人) 10,133
(円) 194,405
(円) 111,774
(円) 302,254

548,885

768

個 人 分

法 人 分
被保険者一人当り保険税調定額
被 保 険 者 一 人 当 り 費 用

7

均等割：3,000円
所得割：標準税率に対する比率　1.0

均等割：60,000円〜3,600,000円
法人税割：14.7/100

16,609 522,449 7
一世帯当り 保険 税調 定額

国
保
会
計
の
状
況

1.40/100

適 用 税 率 の 状 況

94.8%

固定資産税 97.2% 24.1% 89.9%

37.5%98.1%市町村民税

固 定 資 産 税

都 市 計 画 税

特別土地保有税

教 育 費

特別区調整納付金

公 債 費

諸 支 出 金

土 木 費

消 防 費

前年度繰上充用金

宅 地 開 発 税

合 計

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

農 林 水 産 費

商 工 費

入 湯 税

公共下水道事業

後 期 高 齢 者
医 療 事 業

介護保険事業

市 町 村 民 税

法定外普通税

目 的 税

61,052

合 計

諸 収 入

減収補てん債特例分

公
営
事
業
の
状
況

事 業 名

自 動 車 事 業

水 道 事 業

国 民 健 康
保 険 事 業

老 人 保 健
医 療 事 業

19.22

単 独

補 助

補 助 費 等

繰 出 金

積 立 金

前年度繰上充用金

維 持 補 修 費

地 方 譲 与 税

投 資 的 経 費

投資・出資・貸付金

　　後期高齢者医療

財 産 収 入

災 害 復 旧 費

う ち 人 件 費

普通建設事業費

う ち 職 員 給

繰 越 金

一般財源等
（税等）

14.81

14.79

20.04

12.72

43,941

交通安全対策特別交付金

分担金・負担金

使 用 料

合 計

寄 付 金 県営事業負担金
同級他団体施行事業負担金

受 託 事 業 費

超過課税分
収入額

一人当り平均給料月額改定実施年月日

財 政 力 指 数

標 準 財 政 規 模

基準財政収入額

市 町 村 民 税

繰 入 金

地 方 債

臨時財政対策債

27.8%

平成22年3月31日 41,592人 国調

平成21年度

新産都市、広域市町村圏

17 年

45.23

25.5%

就
業
人
口

地方特例交付金

小 計

配当割交付金
株式等譲渡所得割交付金

地方消費税交付金
軽油,自動車取得税交付金

　　市町村税滞納整理

(B)

第 二 次

　　那賀川湛水防除

手 数 料

国 庫 支 出 金
国有提供施設等所在市町村助成交付金

県 支 出 金

利子割交付金

△ 293,874

東部地方拠点都市地域

平成5年指定
0.56

8,908,830

昭和46年指定
3,714,521

基準財政需要額

960

931

な し

5,573

4,963

12 年

面 積 ( ｋ ㎡ )

44.89

合 計

職 員 数区 分

一 般 職 員

うち技能労務職

6,232

国
調

平成22年4月1日

議 会 議 長

48

区 分

副 市 長

議 会 副 議 長

収 入 役

市 長

362 109,753

417,000

収 支 額

法適
の

有無
収 支 額

普 通 会 計 か ら の 繰 入 額

被 保 険 者 数

19

8

－

970

265,389

19

36

86,402

徳 島 県

△ 181,509

区分

無 196,413

無

消 防 職 員

8

無

教 育 公 務 員

307

有

競 輪 事 業 △ 323,936

1,017 8

無

無

市町村名 小 松 島 市 Ⅰ － ２
経常一般
財 源

平 成 12 年

増 加 率 昭和35年以降の合併状況

42,115

平 成 22 年 度
類 型

市 た ば こ 税

水 利 地 益 税

共 同 施 設 税

個 人 分

性 質 別 歳 出
県 名

Ⅰ － １

区 分
構成比

種地区分

区 分

住民基本台帳人口

△2.29%

平 成 17 年 国調

43,078

平成23年3月31日 41,264人

人口密度人 口 （ 人 ）

扶 助 費

0.02

54.07

12.20

8,263,636

公 債 費

元 利 償 還 金

一時借入金利子

物 件 費

小 計

3.83

2.63

9.08

0.25

0.17

8.17

9.46

0.39

労 働 費

0.08

43,941

娯楽施設利用税

法 人 分

失業対策事業費

一 人 当
支 給 月 額

10,465 17,111

議 会 費

632,700
固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

660,000

区 分

歳 入

地 方 税
決 算 額

産 業 構 造

経常収支
比 率

2,262,953

2,260,694

2,259

3,062,632

1,943,626

2,938,051

合 計

経常収支比率

起債制限比率

減税補てん債及び臨時
財政対策債を除いた場
合の経常収支比率

9 積 立 金 取 崩 額 (I)

27.9% 92.0%無 合 計107,505 4

402,426

1,387,523

472,000

区 分

391,000

97.6%

電 気 税

31,001

有

議 会 議 員

教 育 長
普 通 会 計
からの繰入

平成22年4月1日

平成22年4月1日

△ 29,899

職 員 数

82,265 18

11,170

93,056

15,735

一 般 職 員 等

15,284,239

特 別 職 等

平成23年 4月
給料支給総額

合 計

1,865,163

26,453

区 分

特 別 交 付 税

地 方 交 付 税

1,249,161

1,444,996

区 分

37,780

1,387,523

716,817

9.08

0.20

628,535 4.11

－

594,900

加 入 世 帯 数

平成22年4月1日

平成22年4月1日

平成22年4月1日

普 通 会 計

4.69

100.00

60,000

584,881

普 通 交 付 税

人 件 費

事務の共同処理の状況

し尿処理関係

実質公債費比率

10 48,118 551,691 債務負担行為額 356,169
実 質 単 年 度 収 支
(F)+(G)+(H)-(I)

(J)

収益事業収入額

繰 上 償 還 金 (H) 276 地 方 債 現 在 高 17,301,182

積 立 金 現 在 高 325,860

6 単 年 度 収 支 (F) 47,835 241,670

7

公 債 費 比 率

5 実 質 収 支 (C)-(D) (E) △ 535,544

積 立 金 (G) 7

4
翌 年 度 へ 繰 り
越 す べ き 財 源

(D) 133,118 112,365

14,045,174

3
歳 入 歳 出 差 引 額

(A)-(B)
(C) △ 402,426

15,102,730

2 歳 出 総 額 14,447,600 15,284,239

1 歳 入 総 額 (A) 7,015,727

指定団体等の状況指数等区分平成22年度

19.8

実 質 収 支 比 率 △ 3.3

310,021


